
学と共催［国連大学本部］
●シンポジウム「国連大学ゼロエミッシ

ョンフォーラム設立に向けた3つのネ
ットワークによる資源循環型地域経済
社会を目指して ― 地域・自治体ネッ
トワーク形成のシンポジウム」、3月3
日、東京、日本総合研究所と共催［国
連大学本部］

●国際会議「 2 1 世紀の情報環境と国際
協力 ― 情報化社会の実現に向けて」、
3月6－8日、東京、日本学術振興会
先端技術と国際環境第 1 4 9 委員会・

（ 社 ）日 本 工 学 ア カ デ ミ ー と 共 催
［UNU/IAS］

●共同エルニーニョ会議、3月6－9日、
マカオ、米国国立大気調査センター

（N C A R）・国連環境計画（U N E P）と
共催［国連大学本部］

●研修コース「菌類ゲノムの分析と操
作」、3月6－ 1 7 日、イラプアト（メ
キシコ）［UNU/BIOLAC］

●プロジェクト検討会議「インドのため
の持続可能な開発の枠組み」、3月 1 3
－14日、デリー［UNU/IAS］

●クカン・スロバキア共和国外務大臣講
演会「バルカンの現情勢：危機の結果
としての安定協定 ─ コソボ後の教
訓」、3月 1 7 日、東京、駐日スロバキ
ア大使館と共催［国連大学本部］

●国連大学プロジェクト会議「コソボと
国際社会 ― 限定対象への憎悪、集団
介入、変容する世界の政治地図」、3
月18日、ロサンゼルス

●国連大学シンポジウム「コソボと国際
社会：個々の義憤、集団介入と変化す
る世界政策の輪郭」3月 2 1 日、ニュー
ヨーク［国連大学本部］

●世界ガバナンス・サーベイワークショ
ップ、3月 2 3 － 2 4 日、ニューヨーク

［国連大学本部］
●国際ワークショップ「マングローブ保

全に関する研究 ─ アジア太平洋地域
での協力」、3月 2 6 － 3 0 日、沖縄、財
団法人国際マングローブ生態系協会

（I S M E）・ユネスコ人間と生物圏計画
（U N E S C O － M A B）と共催［国連大

学本部］
●国連大学プロジェクト・ワークショッ

プ「市民社会とグローバルな金融」、3
月 2 9 － 3 1 日、コベントリー（英国）

［国連大学本部］
●国連大学キリン・フェロー研修プログ

ラム（継続プログラム）、2 0 0 0 年4月
１日－ 2 0 0 1 年 3 月 3 1 日、つくば市、
農林水産省食品総合研究所（ N F R I）
と共催［国連大学本部］

●国連大学キリン・フェロー研修修了
式、4月4日、東京［国連大学本部］

●国際労働機関（I L O）本部アラン・ワ
イルド人事局長講演会「I L O の新しい
人事戦略 ─ 国際機関におけるこれか

らの人材育成、キャリア形成とは？」、
4月 1 1 日、東京、I L O ・外務省と共催

［国連大学本部］
● A F R O F O O D S（アフリカ食糧データ

ネットワーク）データセンター・コー
ディネーター地域会議、4月 1 3 － 1 5
日、ダカール（セネガル）［国連大学
本部］

●国際シンポジウム「内分泌かく乱化学
物質」、4月 1 7－ 1 8日、クアラルンプ
ール、マラヤ大学と共催、島津製作所
協賛［国連大学本部］

●国連大学ゼロエミッションフォーラム
設立記念講演会「産業界・自治体・学
界のネットワークによる資源循環型社
会の実現を目指して」、4月 2 0 日、東
京［国連大学本部］

●地熱利用研修プログラム（継続プログ
ラム）、4月 2 4日－1 0 月 2 0日、レイキ
ャビク、アイスランド・エネルギー公
社（NEA）と共催［国連大学本部］

●遠隔探査（リモートセンシング）技術
研修プログラム（継続プログラム）、4
月 2 4 日－ 1 2 月1日、サンパウロ、ブ
ラジル国立宇宙研究所（I N P E）と共
催［国連大学本部］

●研修プログラム「科学技術政策研修」
（継続プログラム）、2 0 0 0 年4月－ 2 0 0 1

年3月、サンパウロ、カンピナス大学
と共催［国連大学本部］

●研修コース「地質的危機管理と分析」
5 月 1 日 － 6 月 2 1 日、ジュネーブ、ジ
ュネーブ大学と共催［国連大学本部］

● U N U / B I O L A C 学術諮問委員会、5月5
日、カラカス

●国連大学国際講座、5月 1 5 日－6月 2 3
日、東京［国連大学本部］

●国際会議「アフリカからのメッセージ
― 平和、進歩および繁栄に向けての
アフリカの役割」、5月 1 9 日、東京、
在京アフリカ外交団・外務省と共催、
朝日新聞社後援［国連大学本部］

● 第 5 回 U N U / I A S 評議会、5月 2 2 － 2 5
日、東京

●第3回国際会議「地球システムの持続
可能な未来」、5月 2 4 － 2 5 日、東京、

経済協力開発機構と共催［UNU/IAS］
● U N U / P L E C第3回総会、第4回マネジ

メントグループ会議、マネジメントチ
ーム会議、5月 2 6 日－6月1日、ベレ
ムとマカパ（ブラジル）［国連大学本
部］

●西暦 2 0 0 0 年世界地熱会議、5月 2 8
日－6月 1 0日、別府市、盛岡市、鹿角
市（国連大学は協力機関として参加）

［国連大学本部］
● U N U - A E R C（アフリカ経済研究コン

ソーシアム）総会「グローバル化とア
フリカ」、5月 2 9 － 3 0 日、ナイロビ

［国連大学本部］
●シンポジウム「東アジアとイスラーム

世界 ― 1世紀にわたる日本とイスラ
ーム世界の交流」、5月 2 9 － 3 1 日、東
京、イスラーム諸国会議機構・イスラ
ミックセンター・ジャパン主催、国連
大学ほか協賛［国連大学本部］

●国連大学世界環境デー・イベント、6
月3－5日、東京［UNU/GEIC］

●第 1 6 回 U N U / W I D E R 評議会、6月 1 9
－20日、ヘルシンキ［UNU/WIDER］

●水産技術研修プログラム（継続プログ
ラム）、6月－ 1 2 月、レイキャビク、
アイスランド海洋研究所（M R I）と共
催［国連大学本部］

●シンポジウム「人間社会と地球環境の
共生 ― G I S は環境に優しい人間社会
を創る」、6月 2 4 日、東京、日本学術
会議地球環境研究 H D P 委員会・日本
環境共生学会・地理情報システム学会
ほかと共催［国連大学本部］

●国連大学グローバル・セミナー第1回
島根セッション「2 1 世紀の北東アジ
アと世界 ― 地域開発と国際協力」、8
月1－4日、島根県立大学（浜田市）、
北東アジア地域学術交流財団と共催

［国連大学本部］
●国連大学グローバル・セミナー第1回

北海道セッション「2 1 世紀の国家と
民族」、8月 2 8 － 3 1 日、北海道大学

（札幌市）［国連大学本部］
●第 1 6 回国連大学グローバル・セミナ

ー湘南セッション「2 1 世紀における
国連への挑戦」、9月4－8日、神奈川
県湘南国際村センター、（財）かなが
わ学術交流財団・（財）国連大学協力
会と共催［国連大学本部］

●国連大学グローバル・セミナー神戸セ
ッション「グローバル化の中の文明と
人間」、9月 2 6 － 2 9 日、神戸市、神戸
国際協力センターと共催［国連大学本
部］

カッコ［ ］内は担当部署。
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ジョバンニ・アンドレア・

コルニア

国際社会は 1 9 8 0 年代末から、
貧困の撲滅を開発における最
高の目的として掲げるように
なった。たとえば、経済協力
開発機構（ O E C D）開発援助
委員会（ D A C）は約 1 0 年前、
途上国の所得貧困化の比率を
2 0 1 5 年までに現時点の 3 0 ％か
ら半分の 1 5 ％に引き下げると
いう目標を設定した。

この貧困問題に対する関心の
著しい高まりと平行して、ワシ
ントン・コンセンサスと呼ばれる経済的パラダイムが登場
し、確立され、広く知られるようになった。これはマクロ経
済的安定、国内市場の自由化と民営化、公共財の提供におけ
る市場による解決策の追求などを重点とする制度である。ワ
シントン・コンセンサスはまた、世界経済のグローバル化の
ペースを加速する諸政策（国際貿易に対する障壁の除去や、
短期ポートフォリオ・フローの自由化など）の重要性を強調
するものであった。

このアプローチは各国の政策立案に大きな影響を及ぼし
た。特定グループの利益のための規制を減らし、競争を促進
し、途上国に輸出と成長の機会を与え、貧困な諸国と先進諸
国の生活水準のギャップを縮め、最終的には世界の貧困層の
割合を引き下げる政策だというふれ込みであった。またこの
アプローチに基づく国内の所得分配政策は、全体として中立
的であり、長期的な所得配分は安定を保ち、不平等と経済成
長の間にはっきりした関連はないという主張も聞かれた。

しかし、こうしたいくつかの主張は根拠がないことが明ら

かになった。たとえば過去 2 0
年の間に、東アジアの数カ国
を除き、グローバルなレベル
での所得ギャップはほとんど
縮まっていない。途上経済お
よび移行経済の段階にある諸
国のほとんどで、1 9 9 0 年代に
入ってからの南北および東西
の 所 得 格 差 は 、 1 9 8 0 年代、
1 9 6 0 年代よりかえって拡大し
ている。さらに各国間の両極
化が進み、多くの国で不平等

が顕在化し、成長と貧困の緩和
のための努力を阻害している。

最近の不平等の顕在化は、少なくとも部分的に、ワシント
ン・コンセンサスに基づく政策が原因となっている。従って
いま明らかなことは、貧困対策を効果的に進めるためには、
各国は伝統的な不平等の原因に取り組むだけでなく、ワシン
トン・コンセンサスの所得分配機能をゆがめている原因を取
り除くため、マクロ経済的および構造的な政策を導入しなけ
ればならないということである。

不均衡の傾向と原因

グローバルな所得分配の傾向についてのほとんどの研究
は、国家間の不平等を対象としている。これらの研究による
と、過去 3 0 年間に中国（特に沿岸地域）といくつかの東お
よび東南アジア諸国は高い成長を達成し、O E C Dグループの
国民1人当たりの所得との格差を縮めることができた。しか
し、大多数の途上国、それに欧州の移行経済諸国はむしろ格
差の拡大に苦しんでいる。
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June 1998

視視 点点

不平等と貧困の撲滅──ポスト・ワシントン・コンセンサスに向かって

U N Un ex i o n s
2000 年 2 月

Peter Williams/WCC

この「視点」のシリーズは、世界的に緊急な課題を学術的な立場から解明するという、国連大学の使命を反映するための企
画です。ここに示された見解は個人的な意見であり、必ずしも国連大学の見解や政策を反映していません。

今回の視点の筆者、ジョバンニ・アンドレア・コルニア博士は国連大学世界開発経済研究所（U N U / W I D E R の 前所長（1 9 9 9
年 1 2月末退職）です。本稿はコルニア博士が 2 0 0 0 年1月に東京の国連大学本部で開催された国際会議「新千年紀の幕開け－国
連とグローバル・ガバナンスの在り方を問う」で発表した「自由化とグローバル化時代における不均衡と貧困の傾向」から抜
粋、要約したものです。（編集部）

（4ページにつづく）

UNU Nexions は広報部発行のニューズレターです。
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国連大学は外務省と共催で 1 9 9 9 年
6 月 2 4 日（木）、 国 際 機 関 や

N G O、O D A 援助国、被援助国などの
代表の参加を得て、開発協力に関する
公開国際シンポジウムを開催した。今
回のテーマは「開発：人間の安全保障
の観点から」で、シンポジウムでは 2 1
世紀における開発は何を目指すべきか
という基本的な問いかけを軸に、日本
政府が重視している人間の安全保障の
ための国際的な開発協力のあり方が討
議され、開発のプロセスにおける関係
者の協力のあり方、保健医療、貧困撲
滅、アフリカ開発問題などの実際的で
具体的な問題が検討された。

シンポジウムでは高村外相の挨拶に
続いて、武見敬三外務政務次官が基調
講演を行った。武見次官は「グローバ
ル化は経済成長と生活水準の向上をも
たらしたが、人間の生命、生活、尊厳

を脅かす問題についての認識が薄れて
いる」と指摘、日本政府は「人間の安
全保障を日本の外交政策展開の基本的
原則の一つとして、2 1 世紀を真の『人
間中心』の世紀にしたいと考えている」
と述べた。

個別セッションでは、貧困の撲滅、
医療制度改革、アフリカ援助のあり方
をテーマに討議を進めた。第1セッシ
ョンの「保健医療と人間の安全保障」
では、世界保健機関（W H O）の尾身
茂西太平洋地域事務局長が保健医療シ
ステムの改革について論じ、リンカー
ン・チェン・ロックフェラー財団副理
事長が、理論を実行に移す過程につい
て見解を述べた。チェン博士によると、
人間の安全保障という概念は人間開発
の基礎である「貧困からの自由」と、
人権の基礎である「恐怖からの自由」
を統合するものであり、これらの「ネ

ガティブな自由」に信条、結社、参加
などの「ポジティブな自由」を加える
ものだ、と述べた。

第2セッションのテーマは「貧困の
撲滅への新たな取り組みと社会的弱者
への対応」で、リチャード・ジョリー
国連開発計画総裁特別顧問は、人間を
中心とする開発について述べ、荒木喜
代志外務省経済協力局審議官は、日本
の援助政策の新たな展開について説明
した。

第3セッション「アフリカ開発－人
間の安全保障の観点から」では、マイ
カー・チェスレム・ケニヤ中央銀行総
裁、石川薫外務省中近東アフリカ局参
事官がプレゼンテーションを行った。

シンポジウムは上田秀明外務省国際
社会協力部長の閉会の辞で 2 4 日午後
遅くに閉会した。

人間の安全保障を中心に──国連大学と外務省が国際開発シンポジウム

国連大学は 1 9 9 9年3月に日本政府
から、9 8 年7月にタジキスタン

の国連タジキスタン監視団の活動中に
殉職した秋野豊政務官を記念する事業
費として、1億円の拠出を受けた。国
連大学と外務省はこの基金の半額の
5 0 0 0 万円で、5年間の「秋野記念中央
アジア研究プロジェクト」を新設する
ことに合意した。

このプロジェクトの全体的なテーマ
は「中央アジアの平和と環境」で、中
央アジア研究に従事する若い日本の学
者の研究活動を支援する。このテーマ
は国連大学の「平和とガバナンス」

「環境と持続可能な開発」の主要プロ
グラム領域に即したもので、中央アジ
ア諸国の平和と安定に関連する政治
的、経済的、社会的な要素に関する多
様な研究、さらにこの地域特有の環境
問題（砂漠化）などを包括している。

国連大学は毎年、博士課程の学生お
よび同課程を修了した若い研究者を選
び、一年間のフィールドスタディーの
機会を提供する。秋野記念フェローシ
ップの提案を審査する委員会は、国連
大学の佐藤英夫学長上級顧問、小堀巌
学術顧問に加えて、小松久夫東大教授、

宇山友彦北海道大学助教授、塚谷恒雄
京都大教授らの研究指導教官によって
構成されている。

同委員会は 1 1 月 2 4日の会議で次の4
人の秋野フェローを決定した。フェロ
ーは今後最長で1年間、中央アジアで
のフィールドスタディーに従事するこ
とになる。研究指導教官は秋野奨学生
が日本国内で研究を進める間の指導に
当たる。
●広瀬陽子氏：東京大学大学院法学政

治学研究科博士課程。テーマは「旧
ソ連における民族紛争全体の平和的
解決の模索：ナゴルノ・カバラフ紛
争を事例として」。フィールドスタ
ディーはアゼルバイジャンのバク
ー。

●伊地哲朗氏：ロンドン・スクール・
オブ・エコノミックス（L S E）国際
関係学部博士課程。テーマは「タジ
キスタン内戦における国際的紛争解
決」。フィールドスタディーはタジ
キスタン、カザフスタン、ウズベキ
スタン。

●川端良子氏：金沢大学理学部付属低
レベル放射能実験施設講師、農学博
士。テーマは「ゼラフシャン川流域

における環境汚染の地球科学的研
究」。フィールドスタディーはウズ
ベキスタンのザラフシャン川流域、
タシケント、サマルカンド。

●清水克之氏：大阪府立大学農学部農
学生命科学研究科水資源環境工学研
究室博士課程。テーマは「カザフス
タンにおける水・塩分バランスモデ
ルによる農場レベルの適切な水管
理」。フィールドスタディーはカザ
フスタンのクズィルオルダ。
4人の秋野フェローのフィールドス

タディーは 2 0 0 0 年早々から開始され
る。

秋野記念研究プロジェクトは 2 0 0 0
年1月から正式に発足し、指導教官に
よるオリエンテーション・セミナーの
後、フェロー各自の研究に基づくセミ
ナー、中央アジアに関する年1～2回
の公開会議などが国連大学で開催され
る。

秋野記念研究プロジェクトの詳細に
ついては、以下のアドレスで参照でき
る。
h t t p : / / w w w . u n u . e d u / a k i n o / a n n o u n c e .
html

秋野フェローに広瀬陽子さんら 4 人──「中央アジアの平和と環境」研究
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グローバル化と環境破壊の影響が
なお勢いを強める中で、国際的

な環境政策の立案は、過去 3 0 年間に
そうであったように、特定の問題や地
域に限定されがちで、しかも受け身の
ままに推移している。全世界の環境保
護を進めるための、相乗効果があり、
調整されたアプローチという目標は容
易に手が届きそうになく、各国別およ
び国際的な政策立案は特定の問題や分
野、地域にとらわれがちである。

このように環境問題全般に調整が不
足している結果、多くの多国間環境条
約（M E A）がさまざまな分野につい
て締結され、国際的な環境条約はしば
しば重複し、互いに衝突することさえ
あるのが現状である。もし国際条約間
の相乗効果を高めることができ、協力
が進めば、環境問題に対処する各国お
よび国際的な力が増大し、問題に取り
組む際のギャップを埋めることができ
るはずである。

国連大学は7月 1 4 日から 1 6 日まで、
東京渋谷の国連大学本部で「インター
リンケージ：多国間環境条約の相乗効
果と調整に関する国際会議」を、国連
大学高等研究所（U N U / I A S）、地球環
境パートナーシッププラザ（G E I C）、
国連環境計画（U N E P）との共催で開
催した。

地球環境は複雑で相互に関連する生
態系の上に成り立っており、この複雑
な環境を守るためには、国内および国
際的レベルでの総合的なアプローチが
必要になる。この総合的なアプローチ
を築くカギは、環境の多様な側面の相
乗効果を認識し、多国間環境条約をよ
り効果的に調整して行くことにある。
今回の会議では、国際機関や大学の関
係者が次のような多岐にわたる問題に
ついて討議を重ねた。
●環境問題の相乗効果と調整の重要性

について、一般社会、政府、政府間
レベルでの理解を深める。

●既存の M E A 間の現在および潜在的
なインターリンケージの解明

●関係者間の効果的な討議と対話の促
進

●前進するための具体的で可能性のあ

るメカニズム
の特定
会議の主な参

加者は、クラウ
ス・テプファー
U N E P 事 務 局
長、ボブ・ワト
ソン気候変動に
関する政府間パ
ネ ル （ I P C C ）
議長（世界銀行
環境部長）、堂
本暁子参議院議
員（地球環境国
際 議員 連盟 代
表）などで、バーゼル条約、生物多様
性条約、砂漠化防止条約など9つの多
国間環境条約の事務局、さらに国連経
済社会問題局、世界銀行グループ、世
界気象機関も参加した。

1 4 日の本会議では、赤阪清隆外務省
国際社会協力部審議官が小渕首相の代
理として挨拶、気候変動、生物多様性
の減少、オゾン層破壊など地球環境問
題が、人類の生存に対する脅威となっ
ていることを指摘、一国のみの取り組
みでは、こうした問題を解決すること
は不可能であることを強調するととも
に、「国家の安全保障」よりも「人間
の安全保障」に重点を置いた新しい問
題解決手法を採用すべきだと訴えた。

クラウス・テプファー U N E P事務局
長 の 代 理 と し て 基 調 講 演 を 行 っ た
U N E P 環境条約局のジョージ・イルエ
カ氏は、いまこそが地球規模のインタ
ーリンケージにとって重要な時期であ
ると強調し、もっとも深刻な環境への
脅威に対する M E A 間の調整と協力を
促進するために U N E P が行っている努
力を紹介し、M E A 間の相乗効果を高
めることは、「持続性の追求」という
U N E P の主要目的に適合するものであ
ると強調した。

次に講演した堂本暁子参議院議員
は、急速なグローバル化と社会規範の
変化により、環境的・社会的諸問題に
対する国際機関の処理能力が低下して
いることを指摘した。こうした問題、
特に貧困や男女差別に対処するための

努力を環境政策と一体化し、真に現実
的で永続的な解決策を見出すべきだと
強調した。

基調講演に続き、ファン・ヒンケル
国連大学学長の司会で、インターリン
ケージの問題点とその解決における地
域化の役割についてのパネル討議が行
われた。多くの M E A の実行は困難に
直面しており、とりわけ途上国におけ
る人材と資金の不足が深刻化している
ことが明らかにされた。また多くの国
では環境関係の政府機関の地位が低
く、一般社会、企業、政府の環境問題
に対する関心も不十分で、国内および
国際的な活動の調整も進んでいないこ
とが指摘された。

1 5 日と 1 6 日の午前は5つのワーキン
ググループ、「ファイナンス」「情報シ
ステムおよび情報交換に関する調整」

「問題解決マネージメント」「科学的メ
カニズム」「持続可能な開発のための
相乗効果」に分かれて討議が行われた。
1 6 日午後の全体会議では、各ワーキン
ググループの報告が総括され、ファ
ン・ヒンケル学長が会議の成果をまと
めた。

アース・ネゴシエーション・ブレテ
ィン（E N B）取材による会議の内容が
下記のホームページから入手できる。
h t t p : / / w w w . i i s d . c a / s d / i n t e r l i n k a g e s /
index.html

多国間環境条約の相乗効果を高めよう
──国連大学で大型国際会議

テプファーUNEP事務局長（左）とハンス・ファン・ヒンケル国連大学学長
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国連貿易開発会議（ U N C T A D）は
1 9 9 7 年、1 2 4カ国（世界人口の 9 4 ％に
相当）を対象とする調査を行った。こ
の調査によると、世界人口の5分の1
に当たる最富裕層の所得比率は 1 9 6 5
年の 6 9 ％から 1 9 9 0 年には 8 3 ％に上昇
している。この報告書は結論として、
この期間にはグローバルな不均衡の拡
大が一貫した著しい特徴となってお
り、この傾向は 1 9 9 0 年代を通じてさ
らに進行し、それが変化するような証
拠はほとんどないとしている。

ほかにも国家間および国家内での国
民1人当たりの所得の変化についての
調査が行われているが、それらも過去
3 0 年間にグローバルな不均衡が拡大し
ており、その原因は主に国家間の不均
衡の拡大にあると指摘している。たと
えば、 8 8 カ国を対象に行われた 1 9 9 9
年のある調査では、1 9 8 8 年と 1 9 9 3 年
の間に観察された世界のジーニ係数

（不均衡の標準的基準）の上昇の3分
の2は、国家間の不均衡の増大に原因
があり、国内の不平等拡大を原因とす
るものは3分の1にすぎなかった。

不均衡はさまざまな要因の影響を受
ける。不均衡のいわゆる「伝統的な原
因」には、土地所有の集中化、天然資
源の支配、教育を受ける機会の不平等、
さらに都市バイアス（物価政策、公共
支出および投資の配分などなど）など
が挙げられる。

このような伝統的な原因は明らか
に、1 9 5 0 年代から 1 9 7 0 年代にかけて
見られた高い所得集中、およびその集
中がその後の 2 0 年間も高いレベルで
推移したことの原因になっている。し
かし、それらの伝統的原因は、過去 2 0
年間に見られる不均衡の広範囲な拡大
を説明しきれていない（一部地域での
教育の不平等は例外といえるが）。そ
れら以外に、最近の不平等の拡大原因
として、いくつかの新たな要因が多く
の人によって指摘されている。

これらの新しい原因を「技術的変化」
と呼ぶことができる。「新しい技術」
が技能に対する需要を生み、所得の分
配は「古い技術」から生じる分配より
も偏ったものになる。さらに「政策に
関連する変化」と呼ぶべき要因も登場
している。政策関連の要素の中で特に

次のものは注目に値する。
●安定した所得分配制度を崩し、構造

的調整を進める政策：たとえば、
1 9 8 0 年代と 1 9 9 0 年代に国際通貨基
金や世界銀行の支援で導入された、
多くの調整プログラム実行のために
開発された政策など。

●労働制度の崩壊：賃金の弾力性を高
め、規制や最低賃金を引き下げ、労
働組合の交渉力を弱めるような政策

●（最近までの）高金利政策および経
済の金融化を進める政策

●急速な国際貿易（特に）金融の自由
化

●広範囲にわたる民営化プログラムの
誤った設計と急ぎすぎた実施

●再分配における国の役割の低下：税
制と税水準および公共支出構造の段
階的変化

世界の所得格差を再検討する

最近の研究によれば、長期的な所得
格差は定着してきており、貧困緩和の
唯一の現実的オプションは経済成長だ
けであると考えられている。しかしこ
のような主張は多くの国別、地域別の
調査の結果に反しており、分析手順を
検討してみると、使用した方法のため
に偏った結論が導き出されていること
がわかる。

偏向の少ない方法で所得格差の傾向
を調査し直すために、 U N U / W I D E R
は世界所得格差データベース（W I I D）
を開発した。これは 7 7 カ国について
十分な時系列的データ（1 9 9 0 年代中・
後期まで）を提供している。所得格差
に関するこれらの時系列データを線形
および非線形関数を使って補外し、最
善の適合を示す推定値を得た。

その結果によると、長期的な所得集
中度が低下していたのは、7 7 カ国のう
ちわずか 1 6 カ国であった。4 5 カ国で
は所得格差が拡大し、4カ国では所得
集中度の長期的な低下が止まってい
た。（1 2 カ国では、統計的に有意な傾
向が判別できなかった）。

これらの結果を人口の規模および
G D P - P P P（国内総生産／購買力平価）
で加重すると、結論はさらに強化され
た。人口の 7 9 ％およびサンプル諸国
の G D P - P P P の 7 7 ％に当たる国で格差

が拡大し、または格差の縮小が止まっ
ていた。格差が縮小していた 1 6 カ国
は主に中小諸国で、その総人口および
G D P - P P P は全サンプルのそれぞれ
16％と20％であった。

このように、所得格差は第二次大戦
直後の 3 0 年間に多くの（全部ではな
い）国で低下したが、最近の 2 0 年間
にその傾向が逆転し、しかも多くの国
でその傾向が顕著なのである。不均衡
が上昇している 4 5 カ国のうち、傾向
の逆転が 1 9 8 0 年代に起きた国が 1 8 例、
1 9 9 0 年代が 1 4 例あった。また旧ソ連
ブロックでは格差の拡大が広い範囲で
見られ、ラテンアメリカでもほぼ普遍
的であった。逆転傾向は O E C D 諸国

（北欧諸国を含む）にも共通し、南ア
ジア、東南アジア、東アジアではしば
しば見受けられた。

この逆転傾向は、 1 9 8 0 年代および
1 9 9 0 年代に起きた、ワシントン・コン
センサス・パラダイムへの段階的では
あるが、大幅な政策的シフトを明確に
反映している。このような政策的シフ
トが進行中の国では、所得格差は将来
的に拡大する可能性がある。シフトが
すでに終わっている国では、所得の不
均衡がシフト以前より高い水準で落ち
着くことが予想されている。

理論はどのように政策を形成するのか

過去 2 0 年間の所得格差の変化が経
済成長に及ぼす影響を確認するために
は、分配理論をざっと検証しておく必
要がある。

「古い分配理論」によると、格差は
成長を刺激する要因であり、従って公
共政策は所得の偏った分配を促進すべ
きであるとされている。たとえば、ケ
インズ派の理論では、配当所得を得る
人間は賃金労働者よりも貯蓄性向が高
いとされ、また通貨主義者は金利が上
昇すると貯蓄率が高くなり、成長が促
進されると言う。だがどちらの主張も
経験的な根拠に乏しく、もしくは矛盾
している。

1 9 9 0 年代には「新分配理論」がどっ
と登場し、まったく新しい結論が提示
された。この新理論の第一のグループ
は、政治経済的配慮と不完全な資本市
場に重点を置き、一次的な資産（たと

視視　　　　　　点点（1ページからつづく）
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えば土地）の分配の不平等が成長を阻
害していると主張する。従ってこれら
のモデルは政策的な観点から、一次的
資産の再配分と金融市場へのアクセス
改善を推奨する。これとは対照的に、
課税による所得の再配分は経済成長に
有害な影響を及ぼすと見なされてい
る。このアプローチの欠陥の一つは、
市場所得の最初の配分の不平等を拡大
している最近の要因を無視し、再配分
だけを重視していることである。

新理論の第二のグループは、不平等
が人間の意欲、社会的軋轢、取引コス
ト、財産権などに与える影響を重視す
る。このモデルでは、不平等のレベル
が非常に低い場合も、逆に非常に高い
場合にも、意欲の低下が生じるとされ
ている。不平等のレベルが非常に低い
場合（1 9 8 0年代の一部社会主義経済の
ように）、賃金の分配があまりに制約
されるため、能力や努力の相違に十分
に報いることができず、勤労意欲が低
下し、成長が阻害される。同様に富裕
層と貧困層の格差が著しく大きくなる
と、「資産を持たない」貧困層の勤労
意欲が衰え、労働力の縮小と監督コス
トの上昇を招く。

不平等、失業、窮乏などが深刻化す
れば、財産権の保全、最低の社会的団
結、政治的安定も影響を受ける。

これらの理論は、垂直的不平等（類
似の世帯間の不平等）および水平的不
平等（社会的、階級的、人種的グルー
プ間の不平等）のレベルが高くなると、
政治的不安定と社会的緊張を招き、財
産権の安全が失われ、私有財産の強制
収用の危険が高まり、国内および外国
の投資が逃げ、事業の安全や契約履行
のコストが高くなると主張している。

上記のような理論は所得または資産
の格差と経済成長の間に、単調な直線
的関係があると想定している。一方で
人間の意欲に対する刺激と取引コスト
に重点を置く「分配理論」は、不平等
と成長の間の関係はむしろ曲線的で、
非対称的だと考え、不平等が非常に小
さい場合もまた特に大きい場合も、と
もに経済成長を阻害すると言う。この
分配モデルでは、経済成長はある一定
の「有効な不平等範囲」中ではほぼ変
わらないとされている。

従ってこの分配モデルは、分配の
「旧式なケインズ派理論」や「新しい

政治経済的モデル」とも、基本的に異
なる政策的結論に到達する。このモデ
ルでは不平等がすでにかなり高い水準
にあるが、富裕層は資産の格差を軽減
し、金融市場を改善するだけでなく、
教育に対する公共支出を増やし、さら
に取引・監視コストの低下や財産権の
安全向上をもたらすその他の分配およ
び再分配の措置を採用しようとする、
意欲を持つのである。

貧困緩和政策

過去 2 0 年間に生じた世界的な不平
等の増大は、成長を抑制し、人間の意
欲を阻害することによって、1 9 8 0年代
末以降に国際社会によって採用され
た、貧困緩和の目標に有害であること
が明らかになっている。世界銀行の

「1 9 9 0 年世界開発報告」は貧困層（年
間1日 1 P P P ドル以下で生活する人々）
の総数が、 1 9 8 5 年の 1 1 億 2 5 0 0 万人か
ら 2 0 0 0 年には8億 2 5 0 0 万人に減少す
ると予測していた。ところが世界銀行
の最近の評価（アジア経済危機の前後
の期間にまたがる）では、この目標は
とうてい達成できないことが分かって
きた。全世界の貧困層の総数は 2 0 0 0
年には 1 3 0 億人に達すると予想されて
いる。この増加の一因は人口の増加に
あるのだが、格差の増大も有力な原因
の一つである。

従って、ワシントン・コンセンサス
が将来において、所得分配の上で有効
な方向に進展していかない限り、高い
格差が経済成長を抑圧し、貧困緩和の
弾力性を失わせ、前述のD A Cの貧困軽
減目標の達成を妨げる可能性が高い。

先にも述べたように、国と国の間の
不平等については、いくつもの伝統的
な原因が今も根強く残っているが、そ
れだけは最近になって顕在化している
不平等の「時間の経過に伴う増大」を
説明することができない。従って、貧
困を軽減することで成長を促進しよう
とする場合、「不平等の構造的原因」
に引き続き取り組むと同時に、旧来の
政策に代わるマクロ経済的、自由化、
所得再分配の政策を取って分配への影
響を高める、という両面的アプローチ
を取る必要がある。この種の政策をポ
スト・ワシントン・コンセンサスに取
り入れ、成長のためのアプローチにし
なければならない。

なによりもまず、先述のように、古
くからある不平等の原因を除去しなけ
ればならない。この目標は、資産や所
得の再分配（土地改革の改善など）、
公共支出の再配分（教育、衛生、イン
フラへの重点的配分）、社会的、地域
的、都市・地方、民族的偏見を取り除
くための幅広い雇用機会の創造など、
従来的な手法で達成することができる。

次に新しい不平等の原因にも取り組
む必要がある。規制能力が弱い状況の
中での、方向の誤った民営化、金融市
場の早すぎた自由化などによって、ワ
シントン・コンセンサスは所得と資産
の不平等を加速してきたからである。
上記のような伝統的な措置は、これら
の新しい要因による貧困の増大を押さ
えることができない。従って貧困の緩
和を推進するためには、ポスト・ワシ
ントン・コンセンサスによって新たな
マクロ経済的および調整的改革を追求
しなければならない。

この改革には次のような内容が考え
られる。
●現在の分配のゆがみをただす安定化

と構造調整のプログラム
●適切な賃金政策と適切な労働市場の

規制を通じて、資本と労働の間の健
全な力の均衡を創造する

●商品価格や短期的なポートフォリ
オ・フローの過度の変動を抑制する
国際的メカニズム

●移行経済段階の諸国における民営化
が制度、効率、分配に及ぼす影響に
注意を向け、その利用にも細心の注
意を払う

●新興経済諸国では、伝播する金融不
安に付随する産出の過度の変動を抑
制する（必要な場合には、短期的に
資本規制に逆戻りする）
この外にも多くの政策を考えること

ができる。重要なのは、平等が必ずし
も効率と矛盾しないことが、議論を通
じて明らかにされていることである。
実際に、公正な分配をもたらすための
適正なマクロ経済、構造、再分配上の
政策が立案されれば、経済が成長と不
平等・貧困の軽減とを最適に組み合わ
せた目標に前進する余地は十分にあ
る。このようなポスト・ワシントン・
コンセンサスの立案と導入に、多くの
知恵と関心を結集することがぜひ必要
である。



国連環境計画（U N E P）とカナダ
に あ る 国 連 大 学 プ ロ グ ラ ム

「水・環境・保健に関する国際ネット
ワーク」（U N U / I N W E H）は、1 9 9 9 年
の「国連水の日」（3月 2 2 日）に積極
的な広報キャンペーンを展開、メディ
アを通じて貴重な水資源の効果的な利
用を世論に訴えた。

U N E P と U N U / I N W E H は前年秋、
国連行政調整委員会小委員会からキャ
ン ペ ー ン 展 開 の 委 嘱 を 受 け た 。
U N U / I N W E H は国連水の日のニュー
スリリース等を作成し、ワシントンの
ホフマン＆ホフマン・パブリック・リ
レーションズの協力で、学長以下幹部
職員の報道機関とのインタビューを数
多く実施した。一方、U N E P は環境テ
レビトラスト（英国）と協力、B B C ワ
ールドサービスのためのドキュメンタ
リー番組を制作した。

国連水の日のためのニュースリリー
ス「不衛生な水による年間 3 3 億人の

病人と 5 3 0 万人の死者──安全な水の
値段は一人当たり 5 0 ～ 1 0 5 ドル」は、
3月に北米全域で配布された。U N U /
I N W E H はワシントンでファン・ヒン
ケル国連大学学長と報道関係者とのイ
ンタビューを 1 6回行ったほか、ニュー
ヨ ー ク で は ク ラ ウ ス ・ テ プ フ ァ ー
U N E P 事務局長、カナダではラルフ・
デイリー U N U / I N W E H ディレクター
のインタビューを実施した。

一連の広報活動により、フィナンシ
ャル・タイムズは一面に関連記事を掲
載、ニューズウィークも１ページを使っ
て問題を報道、B B C ワールド・サービ
スも幅広い報道を行った。ファン・ヒ
ンケル学長とのインタビューは A P 通信
を通じて世界各地の新聞に報道された。

ラルフ・デイリーU N U / I N W E Hディ
レクターはその後、カナダ全域のメデ
ィアに登場し、「2 1世紀の水資源のため
の世界委員会」での役割に関連して活
動を展開した。世界の最も貧しい人々

が飲料水を得るために最も多くの費用
を払っていることなどが紹介された。

U N U / I N W E H および国連大学アフ
リカ天然資源研究所（U N U / I N R A、ガ
ーナ）はまた、1 0 月 1 6日の世界食糧デ
ーに米国でニュースリリースを作成、
2 3 回に及ぶプレスインタビューを行っ
て世界各地のメディアで報道された。
この時の報道では、アフリカの土壌の
生産力が低下したことを訴え、A P や
ロイター通信のフィーチャー記事とし
て世界中に配信され、英文毎日、CNN、
B B C ワールド・サービス、中国中央テ
レビ、フィナンシャル・タイムズ、サ
ンフランシスコ・クロニクルなどによ
って報道された。（世界食糧デーのニ
ュースリリースは次のホームページに。

（http://www.unu.edu/inra/wfooday.html）
U N U / I N W E H の広報活動は C N N そ

の他の国際的テレビ網での公共サービ
ス・コマーシャルの制作などを通じ
て、継続されている。
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9 9 年の国連デー記念シンポ
ジウムは「国連平和維持活

動－試練を越えて新たな展望を」をテ
ーマに、外務省、文部省、N H K の後
援、（財）佐藤栄作記念国連大学協賛
財団、国連大学協力会の協賛を得て、
10月22日に開催された。

国連の平和維持活動（P K O）は約 5 0
年前、中東で開始されて以来、5 0 近い
活動が世界各地で展開されてきた。こ
れらの活動はアフリカ、アジア、中米、
欧州などの各地で地域紛争に終止符を
打ち、あるいは抑止する上で非常に重
要な役割を果たしてきた。

冷戦後、国連平和維持活動の回数は
著しく増加した。国連が進行中の紛争
解決の中心的な舞台となったからであ
る。しかし平和維持活動の任務が増え、
多様化する中で、一貫した政策が維持
され、軍事･政治両面の総合的な対応
が十分であったとは、必ずしも言えな
い場面があった。

今回のシンポジウムでは、最近の国
連平和維持活動の状況を概括し、紛争
を回避、または解決する上での問題点
や課題、P K Oの構成や展開方法の改善

に向けた有効な対策、これらの活動に
おける国連の適切な役割などを検討し
た。

シンポジウムはコフィー・アナン国
連事務総長のビデオメッセージ、ハン
ス・ファン・ヒンケル国連大学学長の
開会挨拶に始まり、ラメシュ・タクー
ル国連大学副学長の司会で討議が進め
られた。

午前中の第1セッション「国連平和
維持活動─フィールドからの見解」で
は、パネリストとして、3人の元平和
維持軍司令官、ジョン・サンダーソン
元 国 連 カ ン ボ ジ ア 暫 定 統治 機 構

（U N T A C）軍事部門司令官、サティシ

ュ ・ ナ ン ビ ア ー 元 国 連 保 護 軍
（U N P R O F O R）司令官、ジオジェ・コ
ン ロ ー テ 前 国連 レ バ ノ ン 暫 定 軍

（U N I F E L ）司令官が登場し、国連
PKOの現場からの見解を述べた。

午後の第2セッション「国連の役割
─政治的、組織的、学術的視座」では、
明石康前国連人道問題担当事務次長、
志村尚子津田塾大学学長、マーガレッ
ト・カーンズ・米デイトン大学教授、
カレン・ミンスト・米ケンタッキー大
学教授が、カンボジアからユーゴに至
る国連 P K O の管理運営面から発言し、
新ミレニアムへ向けての変わりつつある
国連の役割について検証した。

国連平和維持活動を考える──国連大学で国連デー記念シンポジウム

水の重要性をメディアで訴える──国連水の日に UNU/INWEH がキャンペーン

（左から）ナンビアー、サンダーソン、タクール、ミンスト、カーンズ、志村、明石、コンローテの諸氏。



財団法人佐藤栄作記念
国連大学協賛財団は

1 9 8 3 年から、国連大学およ
び指定されたテーマに関心
を持つ人々を対象に、年齢
や国籍を問わない論文の募
集を行っている。最優秀賞
には賞金 5 0 万円、優秀賞に
は同 2 0 万円、佳作には同5
万円が贈られる。

第 1 5 回佐藤栄作賞のテー
マは「グローバリゼーショ
ンの流れの中で国連の果た
すべき役割」で、1 9 9 9 年6
月 2 1 日に国連大学本部で授
賞式が行われ、松川道哉同
財団理事長から論文の入選
者に賞状、賞金が贈られた。

最優秀賞にはロンドン大
学大学院生の藤本康代さん
が、また優秀賞には向江龍
治（ニューヨーク大学客員
助教授）、矢部千晴（慶応大
学学生）、小島秀信（中央大学学生）
の三氏が、佳作には今一三男（世界保
険機関設立準備事務局）、久保田徳仁

（東京大学大学院生）の両氏が選ばれ
た。

最優秀賞の藤本氏の論文（英文）は、
グローバル化の時代における国際的平
和を維持する国連の能力を論じたもの
で、選者の一人は「筆者は現在のユー
ゴスラビアの混乱を予期していたかの
ようだった」と述べている。

第 1 6 回佐藤栄作賞の論文のテーマは
「最近見受けられる民族紛争と国連の
果たし得る役割」で、ユーゴ・コソボ
問題などに象徴される民族紛争に、国
連が解決策を見出せない現状を分析
し、これに有効に介入する可能性を模
索する。すでに応募論文の審査が行わ
れており、2 0 0 0 年春には結果が発表さ
れる。

故佐藤栄作氏は 1 9 6 4 年から 7 2 年ま
で首相の座にあり、その間に国連大学
の日本誘致に尽力した。佐藤氏は1 9 7 5
年、国連大学本部が開設される3カ月
前に没したが、1 9 7 4 年に授与されたノ
ーベル平和賞の賞金を国連大学の発展

7

藤本康代さんに最優秀賞
──第 15 回佐藤栄作賞の入選者決まる

に寄与したいとの意志を明らかにして
いた。佐藤栄作記念国連大学協賛財団
はその意志に基づいて「国際連合の下
に設立された国連大学の発展に協力す

る等、世界の平和と福祉に資する」こ
とを目的とし、外務省と文部省が共管
する財団法人として、1 9 7 5 年 1 1 月に
設立された。

国連大学は 1 9 9 9 年 1 1 月 1 5、1 6 の
両日、経済開発に関する国際会

議シリーズの第1回として「イラン ─
グローバル化する世界における新たな
展望」を開催した。

この国際会議シリーズの構想は、
1 9 9 8 年 1 2 月に訪日したキャマル・ハ
ラズィ・イラン外相と高村外相との会
談で発表された共同声明で明らかにさ
れた。1 9 9 9 年はイランのみならず、中
東地域さらに世界全域に対して大きな
影響を及ぼした 1 9 7 9 年のイスラム革
命後 2 0 周年に当たり、この国際会議
シリーズの最初のテーマとしてイラン
を取り上げることが決まった。

イランは過去 2 0 年間に及ぶ孤立の
後、いま新しい国際的関係の樹立を目

指している。グローバル化が進む国際
世界では複雑さと相互依存関係が深ま
っており、イランはそうした波が生み
出す課題と機会を積極的に捉えようと
している。

2日間にわたる会議では、「グローバ
ル化と開発」「地域のエネルギー関連
問題」「文化的統一性の保全と文明間
の対話促進」などの分科会に続いて、
中心議題である「イラン ─ グローバ
ル化する世界における新たな展望」の
シンポジウムが行われた。イラン、イ
ンド、カナダ、日本、フランス、パキ
スタンの政府関係者、非政府組織、大
学、政策研究機関などの専門家が活発
な討議を展開した。

グローバル化の中のイランを議題に
経済開発に関する国際会議シリーズ始まる

1 9 9 9年6月 2 1 日に国連大学本部で行われた「佐藤栄作賞」授賞式で。前列左から、受賞者の久保田徳仁氏、向江龍
治氏、小島秀信氏、今一三男氏、矢部千晴氏。後列左から、岡明一 国連大学協力会事務局長、ラメシュ・タクール
国連大学副学長、松川道哉 佐藤栄作記念国連大学協賛財団理事長、小島章伸 論文選考委員、波多野敬雄 同財団理
事、松室武仁夫同財団常務理事。
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カ
ナダに本部を置く国連大学プロ

グラム「水・環境・保健に関す

る国際ネットワーク（U N U / I N W E H）

は、中東をはじめ、ラテンアメリカ／

メキシコ、アフリカ、アジアの各地域

で事業を展開、計画している。これら

のプロジェクトは国やコミュニティ

ー・レベルの事業、地球規模・河川流

域規模の問題、淡水と海洋の生態系、

水の量と質の問題など、多様な側面の

複雑なバランスを取りながら進められ

ている。

中東のプロジェクト

U N U / I N W E H は最近、水資源の分

布が不均等で、水質の悪化や供給不足

が深刻化している中東地域で、いくつ

かのプロジェクトに着手している。

● 1 9 9 9 年 1 1 月、U N U / I N W E H は新た

に統合されたパレスチナ環境問題省

（M E n A）のための、組織および管

理制度の再検討を委嘱された。国連

開発計画（U N D P）およびパレスチ

ナ行政機関の合意の下で、エリザベ

ス ・ ダ ズ ウ ェ ル 前 国 連 環 境 計 画

（U N E P）事務局長をリーダーとす

る U N U / I N W E H プロジェクト・チ

ームは、M E n A のために近代的で適

切な組織を提案した。その提案は各

局、部門の責任事項や業務、関係機

関（パレスチナ水資源機関）などと

の調整や協力手続き、実績評価、人

材開発、決定支援システムなどに及

んでいる。この活動のための資金は

U N E P パレスチナ開発信託基金およ

び U N U / I N W E H によって拠出され

た。

●中東での U N U / I N W E H の最初のプ

ロジェクト、ガザ地区ラファ市の共

同井戸環境影響評価は最近完了し

た。ラファでは人口 1 2 万人の約

6 0 ％が難民キャンプで生活し、水不

足が深刻化している。ここでは地下

水が唯一の水源であり、人口一人当

たりの消費量は W H O 勧告レベルに

はるかに及ばない。カナダ国際開発

庁（C I D A）の資金援助によるこの

プロジェクトは、カナダ都市連盟

（FCM）の協力によって進められた。

F C M お よ び 各 自 治 体 は U N U /

I N W E H に井戸の設計や建設の監理

を委嘱し、2 0 0 0 年に関連する2つの

プロジェクトが実施されることにな

った。それはラファのためのコンピ

ューター化情報システムの企画設計

と構築、そしてラファ市職員のため

の環境影響評価と地下水の水質評価

についての訓練である。

●ほかにも中東向けのいくつかの水関

連プロジェクトの計画、プロジェク

トチームの選定、資金調達活動が進

められている。たとえば、アブダビ

での長期的な総合海洋沿岸地域管理

計画、パレスチナ地域内の乾燥地帯

の雨水利用計画、レバノンでの水の

再利用、モロッコでの農薬の水資源

および水処理への影響調査などであ

る。さらに、中東全域（他の地域で

も同様だが）で環境情報科学につい

ての成人教育に対する関心が強いこ

とに応えて、U N U / I N W E H は環境

情報システムおよびデータ管理に関

する地域的な研修ワークショップ用

のカリキュラムの開発を行ってい

る。

中東における U N U / I N W E H の活動

の急速な発展を支援するため、ヨルダ

ンの首都アンマンに地域事務所が開設

され、ヨルダン政府との設置国支援協

定が1999年末に調印された。

ラテンアメリカのプロジェクト

水資源問題についての解決策開発を

支援する U N U / I N W E H の活動は、メ

キシコからラテンアメリカおよび南米

の 全 域 に 広 が り つ つ あ る 。 U N U /

I N W E H のネットワークメンバーは多

くのプロジェクトについて、他の地域

への発展性を考慮しながら、科学・技

術的支援を提供し、活動を調整し、総

括する「実施管理」の役割を果たして

いる。

U N U / I N W E H が環カリブ海地域で

初めて実施した海洋関連の研究、能力

育成プロジェクトが最近完了した。世

界銀行の資金援助によるこのプロジェ

クトは、メキシコ、ベリーズ、グアテ

マラ、ホンデュラスなどの沿岸地域で

「中米カリブ地域堡礁システムの持続

可能な管理」を目的に、費用 1 0 0 0 万

ドルをかけて5年計画で実施された。

ラテンアメリカでの水資源管理を改

善するためには、政策決定のための信

頼性の高いデータが必要だが、実際に

は高度な分析機能を持つ研究機関が著

しく不足している。そのため U N U /

I N W E H は独自の環境分析研究所認証

コンソーシアム（U N U / E L A C C）を通

じて、分析データの証明、検査結果の

認証、能力育成、研修、管理サービス

などを提供する。最初のプロジェクト

としてボゴタ（コロンビア）の国立水

文気象環境研究所（I D E A M）の物理

化学研究所の能力育成を支援するが、

こ れ に 対 し て カ ナ ダ の 国 際 開 発 庁

（C I D A）がカナダ・エネルギー研究所

を通じて資金を提供している。

開発途上国では数多くの都市で下水

と廃水の処理が住民の健康や環境に大

きな影響を及ぼしている。この問題の

中に下水処理の副産物であるバイオソ

リッドがある。U N U / I N W E H は 1 9 9 8

年からメキシコのシウダフアレスで、

下水バイオソリッド管理プロジェクト

を開始している。このプロジェクトの

目標は、下水バイオソリッドを収集、

輸送、農業用肥料に転用するための、

総合的な自己維持的システムを開発す

ることにあり、ラテンアメリカにおけ

る初めての持続的なバイオソリッド管

世界各地で活発な事業を継続して展開
──水・環境・保健に関する国際ネットワーク
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理プロジェクトとして注目を集めてい

る。

このプロジェクトの第一段階は 1 9 9 9

年に終わり、関係地方自治体との協議、

実施計画の策定、研修、組織的能力育

成などが実施され、さらにパイロット

規模のバイオソリッドの農地への実用

化が、フアレスの近くで始まっている。

2 0 0 0 年から 2 0 0 1 年の第二段階でも、

研修や組織的能力育成（研究所のレベ

ル向上を含む）、農地での実用化のた

めの法規整備、技術の実証と研究、バ

イオソリッド管理のための官民協力体

制のモデル確立などが目標になってい

る。

フアレスの二つの下水処理工場にバ

イオソリッドの貯蔵施設を設け、環境

監視システムを開発し、施設オペレー

ターを養成するための協定も成立し

た。U N U / I N W E H はさらにプエーブ

ラ、ケレータロ、サルティーヨなどで、

メキシコ国家水資源委員会（C N A）の

全国バイオソリッド管理プログラムの

一部として、同様のバイオソリッド・

プログラムの準備を進めている。

一方、メキシコでは基盤整備が進む

一方で、メキシコ市など大都市での水

資源問題が容易に解決できないままと

なっている。このような全国的な水管

理問題に対応するための戦略と実施計

画を立案するため、「メキシコの都市

水資源部門のための国家的能力育成基

本計画」が作成されている。水の供給

が不足し、衛生面でも不備な点が多い

ため、住民の健康への影響が大きく、

水資源の劣化が進んでいる。

U N U / I N W E H はプロジェクトの第

一段階を 1 9 9 9 年に完了した。参加グ

ループは気候、文化、社会経済的条件

の著しく異なる三つの都市（北部砂漠

のシウダフアレス、中部高原の大都市

圏のアティサパンデサラゴーサ、南部

熱帯地域のメリダ）について、既存お

よび必要とされる水資源供給能力を評

価した。現在進行中の第二段階では、

明らかにされた水不足をどのように解

決するかが検討されている。

一方、メキシコ市およびメキシコ峡

谷の衛生プロジェクトの一部として、

産業汚染の事前処理とバイオソリッド

の農業利用に関するプロジェクトの計

画も進んでいる。

アフリカのプロジェクトで新大学講座

東部アフリカ大地溝帯諸国はいずれ

も深刻な水不足問題に直面しており、

経済、環境、社会的な基盤整備不足が

そ れ に 拍 車 を か け て い る 。 U N U /

I N W E H はマラウィ湖およびビクトリ

ア湖を対象に、研究調査および重点的

な能力育成プログラムを通じて、管理

を改善することを直接的な目標とした

努力を続けている。

1 9 9 9年秋にカナダのウォータールー

大学に設けられた、国連大学講座「ア

フ リ カ の 巨 大 湖 ・ 河 川 研 究 」 は 、

U N U / I N W E H がアフリカ諸国の共有

水資源に関する理解、監視、管理能力

を強化する活動の中心となる講座であ

る。講座担当教授のロバート・ヘッキ

ー博士は高名な陸水学者で、東アフリ

カの研究および能力育成にすぐれた実

績がある。

この講座は4年間で、ウォータール

ー大学、カナダ環境省の水資源研究所

（N W R I）との費用分担・研究協力のプ

ログラムである。大学の水に関する科

学研究開発、科学的助言、情報知識の

普及などを目的としている。この講座

を通じて、二つの地域的水資源教育研

修センターを東アフリカのセンガベイ

（マラウイ）とマケレレ大学（ウガン

ダ）に設ける計画が、現地の協力機関

を通じて進められている。

東アフリカにおける U N U / I N W E H

の最初の大型プロジェクトであり、研

究プログラムである、マラウイ湖／ニ

アサ湖の物理的、化学的、水質的プロ

セスの予測モデルは、1 9 9 9 年 1 0 月に

始まった。マラウイ湖の水質は非常に

すぐれているが、栄養素の流入が増え

たため、ビクトリア湖と同様に富栄養

化が進行している。この問題を避ける

ためには土地利用の形態を変え、水資

源の需要状況を調査することが必要に

なっている。

U N U / I N W E H のモデルは栄養素お

よび堆積物の流入、汚染物質の拡散、

植物プランクトンの成長、および将来

における富栄養化の進行を予測するも

のである。モデルが適用される沿岸３

カ国の政府機関職員および大学院生に

対する研修が提供され、研修修了後、

出身国・機関に戻った研修生はモデル

を活用し、また後輩の訓練に当たる。

アジアでも活動を開始

バングラデシュおよびインドの一部

では、地下水のヒ素による汚染が危険

な水準に近づいている。これに対して

世界銀行が対策のための資金を提供、

国連も支援のために水系全体の行動計

画を作成している。

U N U / I N W E H も国連大学本部とと

もに、バングラデシュで地下およびポ

ンプ汲み上げ後の地下水のヒ素処理に

ついて、現地研究開発プロジェクトを

開始している。バングラデシュ工科大

学（B U E T）に対する技術、施設提供

の形で資金が提供される。

U N U / I N W E H と国連大学本部はさ

らに、カナダ国立水資源研究所と協力、

東アジアの海洋生態系における外因性

内分泌攪乱物質（環境ホルモン）の影

響を調査している。

国連大学プログラム「水・環境・

保 健 に 関 す る 国 際 ネ ッ ト ワ ー ク

（U N U / I N W E H）は、カナダ政府の

資金拠出により、1 9 9 6年1 0 月にカナ

ダ・オンタリオ州に設立された。特

に途上国の水資源管理機能を改善

し、個々のプロジェクトを現場でき

め細かく支援することを目的とする

U N U / I N W EHの本部はハミルトンの

マクマスター大学に置かれている。

U N U / I N W E Hの組織、活動などに

ついては下記のホームページを参照。

http://www.inweh.unu.edu/unuinweh/
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インドのマイソールにある中央食
糧技術研究所（C F T R I）は、イ

ンド科学産業技術研究評議会に属する
約 4 0 の研究所の一つだが、国連大学
設立直後から 2 0 年以上にわたり、国
連大学との提携関係を築いてきた。こ
の間に主に途上国からの国連大学フェ
ローを数多く受け入れ、食糧科学、栄
養技術等の分野で研修を行ってきた。

C F T R I は 1 9 9 9 年5月 1 1 日のインド
の「技術の日」に、研究所が長期にわ
たり開発してきた、ドサ（米の粉で作
られたパンケーキ）やチャパティ（小
麦粉の薄焼きパン、どちらもインドの
一般的な主食）のオートメーション製
造装置など、食品製造技術の数々を、
国内の企業にライセンス方式で提供し
た。

そのほか、C F T R I は下記のような研
究開発を行っている。
●大豆の脱脂粉を原料とする低コスト

のサンバー・ミックスの製造技術。
インスタント・サンバーの製造工程
の標準化。サンバーはカレー味のコ
ンソメ風スープ。主に南インドで米
とともに食べる、インドの低所得層
にとって不可欠な食品で、 C F T R I は
カルナタカ、タミルナドゥ、アンド
ラプラデシュにある四つの工場に委
託して、農村地域の 4 5 人の技術者
にサンバー・ミックスの製法の研修
を実施した。このプロジェクトは国
連開発計画（ U N D P）の支援により
行われた。

●藻類からカロチノイド色素（アスタ
キサンチン）を抽出する、効率的で
低コストの技術。従来の原料である
小エビの殻の代用として大量生産で
きるもの。魚肉、鶏肉の食品製造業
者が製品を着色する色素として使用
する。特許申請中の C F T R Iの製法は
緑藻の細胞を酸で処理し、溶剤を使
って色素を抽出する。

●小型脱穀機。乾燥した種子を打って
殻と豆とを分ける。機械は1馬力の
モーターで動き、1時間に 1 0 0 ～ 1 2 0
キロのエンドウ豆、大豆などを脱穀
できる、村落での使用に最適な規模
の機種である。U N D P とインド政府

の支援により、すでに 1 0 0 台以上が
7州の N G O や農村の協同組合などに
供与されている。

●ヒマワリの種脱穀装置。選別、石除
去、脱穀など総合的な機能を持つオ
ートメーション装置。輸出向けの高
品質の生産ができ、副産物として良
質の養鶏用飼料も生産するこの機械
はインド政府の資金援助により開発
された。

● 2 5 種類の市場価値の高い野菜を
「新鮮に近い」状態で市場に出すた
めの処理、梱包、貯蔵方法の開発。
自然の状態ならば1日から4日ほど
までしか持たない野菜類を、C F T R I
が開発した方法で 1 0 日から 3 0 日も
鮮度を保つことができる。この技術
はインド政府の支援による C F T R I 研
究プロジェクトが開発した。

途上国の世界経済への統合をはばむもの
── UNU/WIDER で貿易開発報告書発表

農村のための食品加工技術を開発
──インドの CFTRI からのニュース

国連は 1 9 9 9年9月 2 0 日、ヘルシン
キの国連大学世界開発経済研究

所（UNU/WIDER）で記者会見を行い、
「貿易開発報告書 1 9 9 9 年版」を公表し
た。この報告書は国連貿易開発会議

（U N C T A D）が毎年発表している、世
界の開発政策に関する主要な報告書
で、1 9 9 9 年版は U N U / W I D E R の「グ
ローバル化および小規模弱小経済国の
統合に対する障害」研究プロジェクト
のディレクター、マンスーブ・ムルシ
ェド博士から、報道機関に発表された。

ムルシェド博士は説明の中で、世界
貿易および資本の流動が途上国や金融
危機、マクロ経済管理に大きな影響を
及ぼしている状況について解説した。
途上国は世界経済との統合を実現する
ために多大の努力を払っているが、な
お多くの問題を抱えている。1 9 8 0年代
の債務危機の後、途上国は経済成長を
加速するために貿易と金融制度の自由

化を勧告され、その道を歩んだ。しか
し国際経済には多くの問題が根強く残
っており、将来の発展が約束されるに
は至っていない。

1 9 9 9 年版報告書は 1 9 9 0 年代の資本
の流動や国際貿易関係について、注目
すべき結論を出し、新たなミレニアム
にグローバル化を促進するために解決
しなければならない、いくつかの困難
な問題を提起している。9 9年版はこれ
までの報告書と同様、世界経済の状況、
展望や景気低迷のリスクなどを分析、
また途上国の過去 3 0 年間における経
済成長と対外債務、不安定性などの関
係についても、経験的分析を行ってい
る。さらに途上国では資本の流動より
も貿易の方が発展の有益な基礎となる
が、その理由はなぜか、アジア、ロシ
ア、ラテンアメリカにおける最近の金
融危機の比較など、注目すべき分析が
含まれている。



国
連大学、東京大学海洋研究所、

および岩手県は 1 9 9 9 年 8 月 2 0

日、海洋および沿岸の共同環境研究プ

ロジェクトを、2 0 0 3 年3月までの4年

間にわたって実施することに合意し

た。ハンス・ファン・ヒンケル国連大

学学長が岩手県を訪問、協定書調印式

に臨んだ。

この協力協定の目的は、岩手県の海

洋生態系をケーススタディーとして、

地球規模の海洋および沿岸環境の保全

と保護に関する研究を進め、同時に海

洋および沿岸地域の持続可能な開発に

貢献することにある。プロジェクトで

は国際的研究協力の推進、関連領域の

研究者による国際的ネットワークの確

立、研究成果の普及などの活動が展開

される。

東京大学海洋研究所は海洋科学の先

端的な研究機関であり、地球規模の視

点から海洋環境や海洋生物多様性など

の基礎的研究を進めており、これまで

も国際的な研究協力の促進に重要な役

割を果たしてきた。岩手県は環境と調

和する持続可能な社会を確立するため

に、多様な環境活動を展開、同県に立

地する東大海洋研をはじめとする大

学、研究機関との協力体制の促進に努

めている。

国連大学、東大海洋研、岩手県は今

後、他の大学、研究機関の協力を得て、

沿岸生態系、海洋汚染防止、物質循環

などを共同研究｢国際共同研究事業｣を

核として、国連大学を通して国際的な

海洋研究者と三陸地域の研究者が情報

交換、交流する「研究ネットワーク形

成事業」、岩手県民を対象にした海洋

保全の啓発シンポジウム開催やインタ

ーネットでの事業・研究成果の情報発

信を通した教育効果をねらった「教育

普及事業」を行う。三者はプロジェク

トの期間中に将来の活動計画を立案

し、事業を継続していく予定。

沿岸環境の研究で協定
国連大学が東大海洋研、岩手県と
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国
連 大 学 世 界 開 発 経 済 研 究 所

（U N U / W I D E R）および国連開

発計画（U N D P）は 1 9 9 9 年 1 1 月はじ

め 、 世 界 所得 格 差 デ ー タ ベ ー ス

（W I I D）を正式に発足させた。このデ

ータベースは U N U / W I D E R と U N D P

が、ジョバンニ・コルニア前 U N U /

W I D E R 所長の指揮の下で展開した共

同プロジェクト「所得格差拡大と貧困

緩和 ― 両立は可能か」の一部として、

1 9 9 7 年から 9 9 年にかけて収集したデ

ータを基礎に構築された。

このプロジェクトの主な成果である

W I I D は、インターネットからダウン

ロードできるほか、C D - R O M でも提供

され、所得格差に関する分析、討議に

役立てられる。W I I D には先進国、途

上国、移行途上国などの所得格差に関

するデータが容易に検索、ダウンロー

ド、分析可能な形式で収められている。

これは 1 9 9 7 年の世界銀行のデイニン

ガー・スクワイヤー・データベースを

さらに拡張、改善したもので、調査内

容がほぼ倍増され、データ検索や統計

資料などの用途の選択が容易になって

いる。

W I I D には現在、約 4 6 0 0 のデータポ

イントが含まれ、1 4 9 カ国の調査デー

タが反映されている。データポイント

の出所が多様で、所得や人口、サンプ

ル規模、統計方法などが一定でないた

め、データは「信頼性の高いデータ」

と「比較的信頼性の低いデータ」に大

別されている。

W I I D のデータに基づく分析は、

1 9 8 0年代初め頃から所得の不均衡が世

界的に拡大し、1 9 9 0 年代には国によっ

ては（特に移行経済諸国はすべて）拡

大がさらに加速されたことを示してい

る。データベースから得られるこのよ

うな結論は、不平等および貧困緩和の

ための政策の検討に非常に有益であ

る。実際に所得格差は国際社会が採択

した貧困緩和の目標にとって大きな障

害となっており、経済成長、社会の融

和、統治の可能性をも阻害する危険性

がある。

世界所得格差データベース（W I I D）

は下記のホームページからダウンロー

ドできる。

h t t p : / / w w w . w i d e r . u n u . e d u / w i i d /

wiid.htm

世界の所得格差データベースを公開
UNU/WIDER が国連開発計画と
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国連大学は駐日ノルウェー大使
館、外務省と共催で 1 9 9 9 年度フ

リチョフ・ナンセン記念講演会を国連
大学本部で 1 1 月 1 7 日に開催した。講
師は世界保健機関（W H O）事務局長
のグロ・ハーレム・ブルントラント博
士（元ノルウェー首相）で、「最悪の
事態に備えて ― 複雑に絡み合った諸
要因による人道上の非常事態が発生し
たとき、被害者に希望を与えられるか」
と題して、多数の人々が戦争による難
民、疾病、飢えなどの人為的な災害に
苦しむ、深刻な社会的危機における人
道的な対策のあり方について講演し
た。

フリチョフ・ナンセン記念講
演は、ノルウェーの探検家、科
学者、人道主義者であるフリチ
ョフ・ナンセン博士生誕の 1 0月
1 0 日を記念し、毎年世界の主要
都市で開催されている。北極や
北大西洋の探検、グリーンラン
ド横断など、数々の極地探検を
行ったことで知られているナン
セン博士は、人道的活動家でも
あり、特にロシア革命に続く
1 9 2 1 年から 2 3 年のロシアの飢
餓救済に尽力した。また国際連

盟のノルウェー代表や、スコットラン
ドのセント・アンドリュース大学の学
長も務め、1 9 2 2 年には国際連盟難民高
等弁務官としての功績によりノーベル
平和賞を授与された。

ブルントラント博士は講演で、開発、
保健衛生専門家がいま直面している状
況や問題をナンセン博士の経験した事
態と比べながら分析、われわれは人為
的な災害の犠牲者に希望を与えること
ができる、と強く訴えた。また博士は
ナンセンが残した最も貴重な人道的遺
産は、「慈善は現実的な政治だ」とい
うことをわれわれに理解させたことだ
と述べた。

「われわれは非常に深刻な課題に直
面している。過去 1 5 年間に世界で多
くの難民が発生したが、これは第二次
世界大戦を除けば最大の規模である。
世界の人口の1％に当たる 5 0 0 0 万人の
人々が家を失い、故郷から追い出され
た」と博士は訴え、国際社会は「現在
の世代のためだけではなく、将来の世
代のためにも、人間の進歩、尊厳およ
び発展のために」努力しなければなら
ない、と強調した。

アナン国連事務総長が国連大学を訪問

コフィー・アナン国連事務総長は
1 9 9 9 年 1 1 月 1 1 日午後、東京の

国連大学本部を訪れ、同本部国際会議
場で「2 1世紀における日本の世界的役
割」について講演した。

アナン事務総長の国連大学訪問は今
度で3回目だが、講演に先立ってハン
ス・ファン・ヒンケル国連大学学長、
大学関係者、東京の国連諸機関、日本
国連学会の関係者らと会談した。
アナン事務総長の講演の全文は下記ホ
ームページからオンラインで入手でき
る。
h t t p : / / w w w . u n u . e d u / h q / r e c t o r _ o f f i c e /
annan-11-1999.html（英文）
h t t p : / / w w w . u n u . e d u / h q / j a p a n e s e /
news/annan-11-1999.html（和訳）

国連大学関係の人事ニュース

■新任者
［国連大学本部］

ブルック・ボイヤー、客員研究員（1 0 月
1日）
コリーン・ハモンド・アグボロー、人事
係（11月26日）
シグデム・ハリソン、情報技術担当官

（10月13日）
廣瀬哲、プログラム・コーディネーター

（6月11日）
市川和佳子、事務係（11月15日)
リボール・ヤンスキー、学術審議官（1 1
月21日）
ヌジュンガ・ムリキタ、客員研究員（9
月1日）
長尾正代、事務係（11月29日）
佐藤敦子、秘書（10月1日）
杉山賢一、出版事務係（9月6日）
アナラ・タビシャリエバ、客員研究員

（11月15日）
富田由美、秘書（10月1日）

［UNU/WIDER］
トゥーラ・ヘレナ・アスプランド、事務
係（8月1日）

［UNU/INTECH］
ビンチェンツォ・チアルネラ、管理・プ
ログラム部長（６月1日）
ローズ・K・キグンドゥ、研究員（7月
29日）

［UNU/IIST］
クリストファー・W・ジョージ、上席研
究員（9月1日）
マーレイ・L・シンガー（管理・プログ
ラム担当官）

［UNU/IAS］
N G ・S・T・チョン、ネットワーク・オ
ペレーション・マネジャー（7月1日）
小宮山美穂、リサーチ・セクレタリー

（7月1日）
（1999年6月～12月の人事異動）

コフィー・アナン国連事務総長

グロ・ハーレム・ブルントラントWHO事務局長

難民問題の解決を訴える
― ナンセン記念講演会でブルントラント WHO 事務局長
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「都市地域のための水：課題と展望」
（Water for Urban Areas: Challenges and Perspectives）

ユハ・ウィット、アシット・ビスワス共編、国連大学出版
局、1999年11月、260ページ、3,200円、ISBN92-808-1024-3

現在、世界の人口の三分の一
は都市部に住んでおり、2 0 2 5 年
までには総人口の三分の二まで
が都市に住むことになると予想
されている。この都市圏への急
激な人口集中は環境に非常に大
きな影響を及ぼし、世界の水資
源の管理をはじめとする多くの
困難な問題を引き起こしている。

都市の持続可能な発展のため
に十分な水を供給し、水の汚染
を防止することは極めて重要な

課題である。世界の都市住民中の約3億 8 0 0 0 万人は現在で
も、十分な衛生条件に恵まれず、少なくとも1億 7 0 0 0 万人
が安全な飲料水を手近に入手できないという状況にある。
都市の水資源の適切な管理が進まないと、都市の成長に伴
ってこうした恵まれない人々の数は急激に増えることが予
想される。

本書では、4大陸の専門家が都市水管理の多様な問題の現
状を解明している。筆者らは適切なケーススタディーを通
じて解決策を追求し、都市水資源の持続可能な管理のため
の戦略を指摘し、廃水の再利用などの技術的問題を検討し、
さらに水資源管理改善のための財政メカニズムを含む、管
理問題を討議している。

本書は国連大学の「水資源の管理と政策」シリーズの一
冊である。

「メキシコ盆地 ― 危機的な環境問題と持続可能性」
（The Basin of Mexico: Critical Environmental Issues and
Sustainability）
エゼキエル・エスクラ、マリサ・マザリ・ヒリアルト、イ
レーヌ・ピサンティ、エイドリアン・ギィエルモ・アギラ
ール共著、国連大学出版局、1 9 9 9 年9月、2 4 0ページ、3 , 2 0 0
円、ISBN 92-808-1021-9

メキシコ盆地は環境が危険に瀕
し、非常に重大な段階にさしかか
っている事例の一つである。環境
変化の速度が非常に速いため、天
然資源が枯渇し、汚染が進行し、
それに対応する組織的、社会的な
能力が追いつかないおそれがあ
る。巨大都市のメキシコ市は、人
口やその他あらゆるものの極度の
集中が進み、人間の生活、健康、
福祉に危機が迫っているだけでな
く、長期的な影響も深刻化してい
る。

このような状況に対して、政治家や都市計画者は海外か
らの支援や技術的な小手先の対策で環境の悪化を防ぐこと
に追われ、かえって全体的なリスクを高めている。それで

もこのような危機を、限界に至る前に防ぐ可能性がないわ
けではない。一部の領域ではその努力がすでに始まってい
る。本書の著者らはこの地域を一つの実験室と見て、この
実験が地球上の大都市圏の運命を予告するものとして警告
している。

この画期的な研究は国連大学の「危機的状況の環境地域
研究」シリーズの一冊である。

「都市と環境：エコ・ソサエティーへのアプローチ」
（New Approaches for Eco-Societies）
猪口孝、エドワード・ニューマン、グレン・パオレット共
編、国連大学出版局、1 9 9 9 年 1 0 月、3 6 0ページ、 3 , 8 0 0 円、
ISBN 92-808-1023-5

都市は人間の創造的活動、文
化、産業の中心であり、全世界
で人々に生計の場を提供してい
るが、都市はまた人口が爆発的
に増加している場所でもある。
世界各地に出現している巨大都
市は今後数十年のうちに、住宅、
輸送機関、水管理、下水システ
ムなどの膨大な需要と供給不足、
空気や水の汚染の深刻化、自然
環境の破壊など、さまざまな困
難な問題に直面するだろう。

エコ・ソサイエティーの概念を主張する人々の目的は、
このような問題と取り組み、解決すること、都市を安全な
場所にし、将来の世代が働き、生活し、楽しめる空間とす
ることにある。本書は都市のエコ・ソサイエティーの概念
を明らかにするとともに、その技術的、政治的、社会学的
な意味を分析、それによって現在はバラバラの関係当事者
たちの提携と協力関係を拡大し、育てていく新たなアプロ
ーチを追求したものである。

「民主主義、ガバナンス、経済的機能：東アジアと東南アジ
ア」

（Democracy, Governance and Economic Performance: East
and Southeast Asia）
イアン・マーシュ、ジャン・ブロンデル、猪口孝共編
国連大学出版局、1 9 9 9年 1 2 月、4 6 0ページ、4 , 5 0 0円、I S B N
92-808-1039-1

多くの東アジアおよび東南ア
ジア諸国では 1 9 9 0 年代のはじめ
に民主主義が成立し、あるいは確
立された。一部の国は経済発展の
主な動力として技術革新に依存し
たが、一方で地域的または世界的
な生産システムを取り入れた国も
あった。しかしいずれの場合にも、
経済的発展の能力が政治上の正当
性を裏づける重要な力となった。

1 9 9 0 年代末期のアジア金融危
機の後、アジア諸国の経済的なガ
バナンスに向けた努力の最終的な成果は、各国が一般市民

UNU NEXIONS 書評
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1999年

●世界環境デー・イベント“ G l o b a l
E c h o”、6月2－5日、東京［国連大学
本部］

●国連大学国際食糧データシステム・ネ
ットワーク（U N U / I N F O O D S）第2
回 E C S A F O O D S（東・中央・南アフ
リカ食糧データシステム・ネットワー
ク）研修コース「食品構成データの作
成と活用」、6月7－ 2 5 日、プレトリ
ア（南アフリカ）、プレトリア大学と
共催［国連大学本部］

● 国 連 大 学 ア フ リ カ 天 然 資 源 研 究 所
（U N U / I N R A）年次評議会、6月8－
10日、レゴン（ガーナ）

● 国 連 大 学 新 技 術 研 究 所 （ U N U /
I N T E C H）年次評議会、6月9－ 1 1 日、
マーストリヒト（オランダ）

●国連大学世界開発経済研究所（U N U /
W I D E R）第 1 5 回評議会、6月 1 4 － 1 5
日、ヘルシンキ（フィンランド）

●プロジェクト会議「移行期の中小企
業：ポスト社会主義国家群で起業家は
どう育つか」、6月 1 8 － 1 9 日、ヘルシ
ンキ［UNU/WIDER］

●国連大学プロジェクト「国際機関の正
当性」第2回ワークショップ、6月 2 1
－ 2 2 日、ジュネーブ（スイス）［国連
大学本部］

●研修コース「環境バイオテクノロジ
ー：新プロセスと応用」、6月 2 1日－7
月2日、クエルナバーカおよびモレロ
ス（メキシコ）［国連大学中南米バイ
オ技術プログラム（UNU/BIOLAC）］

●国際会議「教育におけるコンピュータ

ー’9 9」、6月 2 3－ 2 5日、マカオ、マカ
オ大学と共催［国連大学国際ソフトウ
エア技術研究所（UNU/IIST）］

●国際シンポジウム「開発：人間の安全
保障の観点から」、6月 2 4 日、外務省
と共催、東京［国連大学本部］

●研修コース「環境バイオテクノロジ
ー」、6月 2 8 日－7月9日、メキシコ、
メキシコ自治大学（U N A M）と共催

［UNU/BIOLAC］
●水産技術研修コース、6月－ 1 1月、ア

イスランド、アイスランド海洋研究所
（MRI）と共催［国連大学本部］

●プロジェクト会議「天然資源ベースの
経済成長モデルにおける環境、輸出、
人材開発の諸問題」、7月2－3日、ヘ
ルシンキ［UNU/WIDER］

●研修コース「天然資源管理へのコンピ
ューター・アプリケーション」、7月2
－ 3 0日、ヤウンデ（カメルーン）、ヤ
ウンデ大学と共催［UNU/INRA］

●「インターリンケージ：多国間環境条
約における相乗効果と調整に関する国
際会議」、7月 1 4 － 1 6 日、東京［国連
大学本部］

●プロジェクト会議「所得格差増大と貧
困緩和：共存は可能か」、7月 1 6 － 1 8
日、ヘルシンキ［UNU/WIDER］

●国連大学理事会事務局会議、7月 2 1－
2 3 日、ジュネーブ（スイス）［国連大
学本部］

●国連大学プロジェクト「大国の興亡：
移行期の国際秩序」最終会議、7月 2 9
－30日、北京［国連大学本部］

●第 1 5 回国連大学グローバル・セミナ
ー湘南セッション「グローバリゼーシ

ョンと人間開発 ― 貧困撲滅に向け
て」、9月6－ 1 0 日、神奈川県湘南国
際村センター［国連大学本部］

●国連ミレニアム〈千年紀〉総会アジア
太平洋地域ヒアリング（公聴会）「2 1
世紀の国連：課題・挑戦・対応」9月
9－10日、東京［国連大学本部］

●プロジェクト会議「制度と開発」9月
1 0 － 1 1 日 、 ヘ ル シ ン キ ［ U N U /
WIDER］

●国連大学国際ワークショップ「国境を
越える河川：サルウィン川流域管理」、
9月 1 3 － 1 6 日、バンコク、オレゴン
州立大学・ビクトリア大学と共催［国
連大学本部］

●プロジェクト企画会議「弱小経済のグ
ローバル化への統合を阻むもの」、9
月 1 7 － 1 8 日、ヘルシンキ［ U N U /
WIDER］

●国連大学会議「コソボと国際社会 ―
限定対象への憎悪、集団介入、変容す
る世界の政治地図」、9月 1 9 － 2 1 日、
ブダペスト（ハンガリー）［国連大学
本部］

●国連大学国際リーダーシップ・アカデ
ミー（ U N U / I L A）第3回国際リーダ
ーシップ・プログラム「紛争解決と平
和維持におけるリーダーシップ」、9
月 2 3 日－ 1 1 月2日、アンマン（ヨル
ダン）［UNU/ILA］

●プロジェクト企画会議「中南米におけ
る民営化の影響と公益事業・公共サー
ビス規制」、9月 2 5 日、バルセロナ

（スペイン）［UNU/WIDER］
●国連大学グローバル・セミナー’9 9 神
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の支持を維持する政治的能力を持っているかどうか、そし
て正常に機能しない経済体制を作り替える能力があるかど
うかによって、決められるだろう。この調査は発展する国
家という考え方を、個々の国家の実力を評価する基準とし
て使い、それによって政治的および経済的発展の間の関係
を解明しようとする試みである。

本書は国連大学の「変容する民主主義」シリーズの一冊
である。

「途上国のための環境影響評価」
（ Conducting Environmental
Impact Assessment for
Developing Countries）
国連大学出版局、 3 7 6 ページ、
4,500円、ISBN 92-808-0965-2

政策立案と決定のためのマネ
ジメント・ツールとしての環境
影響評価（E I A）は、ストック
ホルムの国連環境会議後の 1 9 7 0
年代に考案されたものである。

E I A は特定の開発プロジェクト、計画、政策提案が環境に
及ぼす可能性のある影響を解明、予測、評価する手段であ
り、政策立案者がプロジェクトの実施方法を検討する際の
基礎資料となるものである。

本書は E I Aのプロセス、方法、手段を解説するとともに、
具体的な環境管理法の実施と監視について解説する。また
E I A 調査の結果を政策責任者や一般市民に理解してもらう
ための手段、E I A 報告書の書き方、検討の方法などにも及
んでいる。また多くのケーススタディーを通じて、E I A の
最近の傾向にも触れている。

国連大学出版局は環境、持続可能な資源開発、平和とガ
バナンス、経済的および社会的発展、地域研究などの分野
の主要な問題について、幅広いテーマの出版物を200点以
上出版している。書籍についての問い合わせ、出版目録の
請求は国連大学出版局（ファクス：（03）3406-7345、Eメ
ール：sales@hq.unu.edu）へ。

新しいカタログ、既刊書籍リスト、関連情報については
下記のホームページを参照。

http://www.unu.edu/unupress

（15ページにつづく）
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国連大学の活動（14ページから続く）

戸セッション「2 1 世紀の安全保障」9
月 2 8－ 1 0月1日、神戸、（財）神戸国
際協力交流センターと共催［国連大学
本部］

●研修コース「生物多様性」、 9 月 －
2 0 0 0 年2月、へント（ベルギー）、へ
ント大学と共催［国連大学本部］

●研修コース「マイコバクテリウム分子
遺伝学の高度技術研修」 1 0 月3－ 1 5
日、カラカス（ベネズエラ）、ベネズ
エ ラ 科 学 研 究 院 （ I V I C ） と 共 催

［UNU/BIOLAC］
●研修コース「ソフトウエア開発」 1 0

月4－15日、ホーチミン市（ベトナム）
［UNU/IIST］

●国連大学プロジェクト第１回企画会議
「東アジアにおける安全保証上の新た

な脅威」、1 0 月 1 1 － 1 3 日、ソウル
［国連大学本部］

●研修ワークショップ「都市防災診断の
ための評価ツール（R A D I U S）」、1 0月
1 1 － 1 4 日、ティファナ（メキシコ）

［国連大学本部］
●国連大学プロジェクト・ワークショッ

プ「2 1 世紀の国連システム：ガバナ
ンス」、1 0 月 1 3 － 1 4 日、パリ［国連
大学本部］

●国連大学プロジェクト・ワークショッ
プ「2 1 世紀の国連システム：人権」、
1 0 月 1 5 － 1 6 日、プリンストン（米国
ニュージャージー州）［国連大学本部］

●研修コース「個人および父系識別のた
めの D N A（デオキシリボ核酸）利用
法」、1 0 月 1 5 － 2 5 日、カラカス、ベ
ネズエラ科学研究院（I V I C）と共催

［UNU/BIOLAC］
●国連大学ワークショップ「乾燥地域に

おける水資源管理」、1 0月 1 8 － 2 2 日、
メデニーヌ（チュニジア）、乾燥地域
研究所と共催［国連大学本部］

●国連デー記念シンポジウム「国連平和
維持活動 ─ 試練を越えて新たな展望
を」、10月22日、東京［国連大学本部］

●国際シンポジウム「地球環境と経済理
論」10月24－25日、東京［UNU/IAS］

●研修コース「ソフトウエア技術」、1 0
月 2 5 － 2 9日、ピョンヤン（朝鮮民主
主義人民共和国）［UNU/IIST］

●国際シンポジウム「将来のソフトウエ
ア技術」、1 0 月 2 7 － 2 9 日、南京（中
国）[UNU/IIST]

●「結核研究ネットワーク・ワークショ
ップ」、 1 0 月 、 カ ラ カ ス ［ U N U /
BIOLAC］

●国連大学食糧栄養プログラム研修コー
ス「応用栄養学」、10月－2001年9月、
ナイロビ（ケニヤ）［国連大学本部］

●国連大学世界開発経済研究所年次講演
会「広がる所得格差は不可避か：米欧
合意の問題点」、トニー・アトキンソ
ン教授、1 1 月1日、オスロ（ノルウェ

ー）［UNU/WIDER］
●国連大学ゼロエミッション国際会議

「持続可能な社会の理念と自立する企
業と地域」、1 1 月8－9日、東京、日
本学術振興会・社団法人日本能率協会
と共催［国連大学本部］

●国際シンポジウム「環境・情報・教育
フォーラム21 ─ 情報化社会における
環境教育・ゼロエミッションの推進」、
1 1 月 1 1 日、盛岡市、岩手県、N T T 先
端技術総合研究所と共催［国連大学高
等研究所（UNU/IAS）］

●コフィー・アナン国連事務総長講演会
「2 1 世紀における日本の世界的役割」、

11月11日、東京［国連大学本部］
● プ ロ ジ ェ ク ト 会 議 「 欧 州 通 貨 同 盟

（E M U）と途上国への影響」、1 1月 1 1
－12日、ヘルシンキ［UNU/WIDER］

●国際会議「イラン ― グローバル化す
る世界における新たな展望」、1 1 月 1 5
－16日、東京［国連大学本部］

●ワークショップ「テレワーク・テレト
レードと持続可能な開発：インドの経
験」、1 1 月 1 5 － 1 6 日、ムンバイ（イ
ンド）[UNU/INTECH]

● 1 9 9 9 年度フリチョフ・ナンセン記念
講演「最悪の事態に備えて ─ 複雑に
絡み合った諸要因による人道上の非常
事態が発生したとき、被害者に希望を
与えられるか」グロ・ハーレム・ブル
ントラント世界保健機関（W H O）事
務局長、 1 1 月 1 7 日、東京、駐日ノル
ウェー王国大使館と共催［国連大学本
部］

●プロジェクト企画会議「経済危機 ―
伝播の形態と抑止」、1 1 月 1 9 － 2 0 日、
ヘルシンキ［UNU/WIDER］

●第 1 8回国連大学研究・研修センター/
プログラム（R T C / P s）責任者会議、
11月27日、東京［国連大学本部］

●第 4 6 回国連大学理事会、1 1 月 2 9 日－
12月3日、東京［国連大学本部］

●第2回国際ワークショップ「地震とメ
ガシティー」、1 2 月1－3日、マニラ、
地震とメガシティー・イニシアチブ

（EMI）と共催［国連大学本部］
●国連大学プロジェクト地域ワークショ

ップ「民主主義の変容：中東における
民主主義と平和」、1 2 月7－9日、ア
ンマン（ヨルダン）［国連大学本部］

●プロジェクト会議「所得格差増大と貧
困緩和：共存は可能か」、1 2月1 1 －1 3
日、ヘルシンキ［UNU/WIDER］

●プロジェクトワークショップ「レトリ
ックから政策へ：地域・地球レベルで
の実行可能な紛争予防へ向けて」、1 2
月 1 4 － 1 6 日、サントドミンゴ（ドミ
ニカ共和国）、カナダ・カールトン大
学と共催［国連大学本部]

●第1回国連大学グローバル・セミナー
沖縄セッション「環境問題 ─ 地域特

性と国際性」、1 2 月 1 4 － 1 7 日、那覇
市、沖縄県と共催［国連大学本部］

●国連大学プロジェクトワークショップ
「2 1 世紀の国連システム ─ 開発」、1 2

月 1 9 － 2 1 日、ニューヨーク［国連大
学本部］

2000年

●国連大学秋野記念中央アジア研究プロ
ジェクト発足セミナー、1月 1 1 日、東
京［国連大学本部］

● U N U / I I S T 会議「数学と文明における
その役割」、1月11－14日、マカオ

●ラフィア・サリム国連本部人事局長講
演会「 2 1 世紀に国連が求める人材と
は」、1月 1 3 日、東京、国際連合広報
センター・外務省国際機関人事センタ
ーと共催［国連大学本部］

●パブリック・レクチャー「ガイア共同
体」、ノーマン・マイヤーズ博士、1
月17－18日、東京［UNU/IAS］

●国際会議「都市の持続的発展における
文化の役割」、1月 1 8 － 1 9 日、金沢、
い し か わ 国 際 協 力 研 究 機 構

（I I C R C）・文化庁・石川県・金沢市主
催、国連大学特別協力［UNU/IAS］

●国連大学プロジェクト地域ワークショ
ップ「民主主義の変容：ラテンアメリ
カ」、1月 1 9 －2 1 日、クエルナバーカ

（メキシコ）［国連大学本部］
●国連大学国際会議「新千年紀の幕開け

─ 国連とガバナンスの在り方を問
う」、１月 1 9－ 2 1日、東京、朝日新聞
社後援［国連大学本部］

●国連大学プロジェクト調整チーム会議
「 人 間 ・ 土 地 ・ 環 境 変 化 」（ U N U /

P L E C）、1月 2 6 － 2 7 日、中国雲南省
西双版納［国連大学本部］

●研修コース「分子生物学技術研修」、2
月 7 － 1 8 日 、 カ ラ カ ス ［ U N U /
BIOLAC］

●国際海洋環境ワークショップ、2月
2 1 － 2 6 日、東京・岩手県大槌、東京
大学海洋研究所と共催［国連大学本部］

●国連大学ブリーフィング・ワークショ
ップ「貿易、環境、開発： U N C T A D
1 0」、2月 2 2 － 2 3 日、ニューヨーク

［地球環境パートナーシッププラザ
（UNU/GEIC）］

●パブリック・フォーラム「 2 1 世紀に
おける貧困緩和への挑戦」、マッツ・
カールソン世銀副総裁、2月 2 5日、東
京、世界銀行と共催［国連大学本部］

●第3回プロジェクト・ワークショップ
「南欧企業の投資と技術選択」、2月

25－26日、アテネ［UNU/INTECH］
●国連大学研修コース「河口、マングロ

ーブ林、沿岸水域における生物多様性
アセスメント」、3月2－ 1 6 日、タミ
ルナドゥ（インド）、アンナマライ大
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